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第174号議案公の施設の指定管理者の指定につぃて
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施設の概要

a)位置図、外観
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②設置状況

長崎市銭座地区コミュニティセンター

(長崎市宝町9-4)

名称

(所在地)

③設置目的

市民に交流の場を提供し、もって住みょい地域社会づくりの推進に資するため。

④開所時間

午前9時から午後5時までの時間帯を基本とする1日8時間以上

⑤休所日

毎週日曜日及ぴ年末年始 a 月1日から同月3日まで及び 12月29日から同月31日

までの期間内)

構 造

鉄骨造4階建

⑥利用者数の推移(過去5か年実績)

延床面積

(市)

平成28年度

678.05

※新型コロナウィルス感染症の予防対策として、令和2年4月22日から5月10日まで、

令和2年12月29日から令和3年2月21日までの間休館した。

41,420

設置

年月

平成29年度

〕

H17.4

2

40,957

現在の指定管理者の概要

平成30年度

銭座地区コミュニティセンター

運営委員会

指定管理者

42,471

令和元年度

謁,806

(単位:人)

令和2年度

代表者

19,491

大石眞三高

指定期間

平成29年4月1日から

令和4年3月31日まで
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3 指定管理者候補者の選定について

a)選定方法、指定管理者候補者、代表者

選定方法

非公募

②選定理由

長崎市銭座地区コミュニティセンターは地域コミュニティの拠点施設であり、当該

地域の住民若しくは住民の代表で構成される団体に管理させるため、銭座地区コミュニ

ティセンター運営委員会を指定管理者候補者として非公募により選定するもの。

銭座地区コミュニティセンター運営委員会

指定管理者候補者

4 次期指定期間 令和4年4月1日から令和9年3月31日まで(5年間)

代表者

大石'眞三高
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【参考】

(1)事業計画喜概要

ア提案内容

(力経営方針について

住民の自主的な地域活動の推進に寄与するため銭座地区コミュニティセンターにおけ

る効率的な運営を行い、ふれあいのある住みよい地域づくりに貢献する。

(イ)運営について

a 研修室等に関する利用の取扱いについて

研修室、調理室等の独占利用については、すべて事前(使用開始前まで)の申請を受け

て、条伊」・規則に基づき審査を経たうぇで利用を許可する。

図喜の貸出しにっいては、市立図書館の指導を受けながら、原則として、市立図喜館の

例により貸出しを行う。

b 夜問利用について

地元自治会の会議、学習グループ等による夜間利用の申込みがあることから、地域住民

の要望にこたえるとともに研修室等の有効活用を図るため、夜間管理人を配置するなど

弾力的に対応する。

また、令和2年8月から実施している図喜室の夜問利用時問の延長を継続する。

0 実施事業について

・コミュニティセンターだよりの発行

・餅つき大会の開催

・関係機関と連携した各種講座、講演会等の開催

d 利用者等の要望の把握について

住民の意思を十分に反映させるため、地域の連合自治会等の公共的団体の代表等で組

織している運営委員会において、利用者等の要望等にっいては十分に把握することがで

きる。また、利用頻度の高い学習グループ等へ毎年アンケート調査を実施し、その結果を

学習グループ代表者会議において報告することで利用者からの要望等について把握して

いる。

なお、問題点等にっいては、市担当課と協議を行い、改善策を検討するなどの措置を講

じる。

e 地域との連携について

銭座地区コミュニティセンターの運営にっいては、地域住民が積極的に参加.協力し.、

そして利用しやすぃものでなけれぱならない。そのため、地域の連合自治会等の公共的団

体の代表等で組織している運営委員会と地域住民が一体となって連携を強化し相互に理

解を深め、そして業務に対する協力体制を整える。

」

イ 管理運営体制

館長1名、管理人及び夜間管理人数名

ウ委託料見込み額

令和4年度

フ,533

令和5年度

フ.533

令和6年度

フ,533

令和7年度

フ,533

4

令和8年度

(単位:千円)

フ,533

計

37,665

合
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(2)仕様書

【銭座地区コミュニティセンター】管理運営業務仕様書

長崎市銭座地区コミュニティセンターの管理運営を行う指定管理者の業務内容及びその範囲に

ついては、この仕様書によるものとする。

1 基本的事項

1 業務の目的

本業務は、市民に交流の場を提供し、もって住みよい地域社会づくりの推進に資するためのセン

ターの利用者が、安全で快適に利用するための円滑な運営及ひ施設設備の適切な維持管理を行うこ

とを目的とする。

2 管理運営の基本的な考え方

円滑な運営及び適切な維持管理を行うにあたり、指定管理者は法令や条例等を遵守するととも

に、あわせて次の事項を遵守すること。

①施設設置の趣旨に則した管理運営に最大の努力を行うこと。

②利用者が行う活動を有意義なものとするための公共施設としての運営を行うこと。

③利用者の意見や要望を聞き管理運営に反映させるなど、利用者本位の運営を行うこと。

④環境負荷の低減と施設の保全に努め、効率的な施設運営を行い経費縮減に努めること。

(5)『長崎市個人情報保護条例』に従い、個人情報の管理及び保護を行うこと。

(田災害時、緊急時に備えた危機管理計画を作成し、,職員に徹底すること。

【参考】

3 開館時間、休館日

利用者の要望に応え、開館時間、休館日を変更する場合には、市と協議するものとする。

①開館時間午前9時から午後5時までの時間帯を基本とする1日8時問以上

(2)休所日毎週日曜日及び年末年始 a月1日から同月3日まで及ぴ12月29日から

伺月31日までの期間内)

4 職員配置

適切な管理運営業務を実施するため、必要な有資格者及び経験者等を確保し、適正な職員の配置

を実施すること。

①設備等の保守管理及び施設内外の清掃等、各種業務における責任体制を確立するため責任者と

して館長を配置すること。

(2)職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者の要望に応

えられるものとすること。

5 法令等の遵守

センターの管理運営にあたっては、本仕様書のほか、長崎市銭座地区コミュニティセンター条例

(平成 17年長崎市条例第3号)、長崎市銭座地区ニミュニティセンター条例施行規則(平成 17年
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【参考】

長崎市規則第42号)並びに関連法令等を遵守し、適正な管理を行うこと。

6 危機管理対応

指定管理者は、非常時、緊急時に対応できる防災計画書を作成すること。

①自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊急事態、非

常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じたうえ、市をはじめ関係機関に通報するこ

と。

②火災、事故等の緊急時における利用者に対する避難誘導及び関係機関への通報を行うこと。

③その他利用者に対する対応に万全を期すること。

7 個人情報の保護と情報公開

①業務上知り得た個人情報にっいては、長崎市個人情報保護条例(平成W年長崎市条例第27号)

及ぴ長崎市特定個人情報保護条例(平成27年長崎市条例第25号)により適正に取扱うこと。

(2)指定管理者がセンターの管理運営のために保有している文書等にっいて、市に情報公開請求が

あった場合、長崎市情報公開条例(平成13年長崎市条例第28号)の規定に準じて公開するもの

とする。

8 環境に対する取り組み

長崎市は環境マネジメントシステムに取り組んでいることから、施設の管理運営にあたうては環

境への負荷低減対策を実行・記録し、適宜結果を報告するなど環境に配慮した施設管理を行うこと。

9 物品の帰属

指定管理者は、市が貸与する物品等にっいて、長崎市会計規則(昭和39年長崎市規則第21号)

に定められた備品台帳など備えて適正に管理すること。また、故意又は過失など指定管理者の貝に

より市が貸与する物品等を殿損滅失したときは、当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入

又は調達すること。

、

10 賠償責任

センターの管理運営を行うにあたり、指定管理者の行為が原因で利用者に損害を与えた場合は、

国家賠償法第1条の規定により、施設の設置者である市が賠償責任を負うが、市は、市が負ったそ

の賠償について指定管理者に対して請求を行うことができる。

Π管理運営に係る経費

指定管理者がセンターの管理運営を行うために要する経費は、市からの委託料及び利用料金を充

てる。

12 利用状況報告書の提出

指定管理者は、利用状況報告書を毎月作成し、翌月の 15日までに市に提出すること。その他、特

に報告が必要な場合に翁いては、適宜市へ報告すること。

6
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13 業務の全部又は主要な部分の委託の禁止

指定管理者は、業務の全部又は主要な部分を第三者に委託し、又は請け負わせないこと。

14 指定管理者に対する監督・監査

①市は、指定管理者が管理tるセンターの適正な運営を期するため、指定管理者に対して、当該

業務内容又は経理の状況に関し穀告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることが

できる。

(2)市は、指定管理者が市の指示に従わない時及び、その他当該指定管理者による施設管理を継続

することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部

又は一部の停止を命ずることができる。

(3)市,は、必要と認めるときは、指定管理者が行うセンター管理運営業務に関する出納関連の事務

について監査を行うことができる。

15 利用者アンケートの実施

指定管理者は、サービスの向上や利用者の増加が図られるなどの効果があったか厳正に評価する

ための利用者アンケートを実施し、センター利用者の意見又は苦情等を聴取して行った業務への改

善状況等について市に報告するとと。

」

16 事務の引継ぎ等

指定管理者は、本業務の終了に際し、市が指定する日までに管理する一切の事務を整理し、自ら

の費用負担により、・市または市が指定するものに対して事務の引継ぎを行うこと。

【参考】

17 責任分担

センターの管理運営に伴う責任分担については、別紙「責任分担表」に定めるとおりとする。

18 協議

指定管理者は、この仕様書に規定するほか、指定管理者の業務の内容及び処理にっいて、疑義が

生じた場合は長崎市と協議し決定するごと。

.J
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【参考】

Ⅱ管理業務

1 管理する施設

指定管理者が管理する施設は次のとおり。

長崎市銭座地区コミュニティセンターa)'名称

長崎市宝町9番4号(2)所在地

鉄骨造4階建(3)建物概要

研修室IA~4・調理室・図書室・事務室(4)施設概要

2 施設の利用許可等

指定管理者は、センターの利用許可権限を有することになる。許可に際しては、利用内容が公共

施設の目的に沿ったものであることを確認するとともに、平等な利用を図らなければならない。な

お、センターの利用に係る具体的な事務は炊のとおりとする。

(1)入場の制限

(2)施設利用料金の徴収

(3)予約の受付、利用団体の利用の調整等

④利用者への利用上の注意説明

(5)図書の貸し出し、整理等(図書オンラインを含む)

3 利用者への対応

利用者本位の運営を行い、親切丁寧な対応を心がけ、常にサービスの向上に努める二と。

(D 窓口での対応、施設案内、利用状況の巡視及び安全指導

(2)物品の貸与、収納、整理整頓、簡易な修理

(3)センターへの各種問合わせへの対応

(4)負傷者、急病人等への応急対応並びに関係機関への連絡

(5)年少者、高齢者、障害者等の弱者への配慮

1、

4

a)

(2)

トラブルへの対応

要望や苦情、、トラブル等は、迅速、適切に処理するごと。

指定管理者への要望、苦情等で重要なものは、速やかに市に報告すること。

8

5 施設の運転管理等

指定管理者は、敷地内に存する全ての施設設備の運転、維持管理及び保全を行うとともに、効率

的な運営を図り環境負荷を低減させること。

(1)センターが保有している諸設備全般の運転と保守管理

(電気、給水、消防設備、その他の施設設備等)

②屋外の構築物や諸設備の保守管理

(駐車場、屋外照明、敷地内の外溝及び植栽)

6 施設利用料金の徴収

指定管理者は、施設利用料金の徴収にあたっては、関係法令、条例及ぴ規則に従い徴収事務を行
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①施設利用料金の徴収は、許可の際に行うこと。

(2)利用料金等の徴収に係る関係書類を備え付け、徴収した金額を常に明らかにしておくこと。

(3)検査その他必要により、利用料金等の徴収に係る関係書類の提出を求められたときは、これに

従うこと。

(4)市は、必要があると認める'ときは、利用料金等の徴取に係る関係書類の提出を求め検査するこ

とができる。

7 施設利用料金の減免及び還付

指定管理者は、施設利用料金の減免及び還付基準を遵守し、実施にあたっては市と協議すること。

8 原状回復義務

指定管理者は、指定の期間が満了したときセンター及び設備を速やかに原状に回復すること。

9 施設における自主事業の実施

施設の性格や設置目的に沿い、施設利用者の利便性の向上や、施設の魅力を高めるために効果的

であると認められる場合は、長崎市との協議により、指定管理者独自の自主的な事業を行うことが

できる。

自主事業に係る経費については全て指定管理者の負担とし、自主事業により得た収入にっいては

指定管理者の収入とすることができるが、損失が発生した場合は、全て指定管理者の負担となる。

な郭、自主事業を行う場合、あらかじめ長崎市に実施計画案を提出し、長崎市の承認を得たうえ

で実施する。また、必要に応じて施設の使用許可や市から目的外使用許可を受け、施設の利用に係

る使用料等を納付する必要がある。施設の改修等を行う場合は、長崎市から加工承認等を得て実施

する必要がある。指定の期間が満了したとき、又は指定の取消しが行われたときは、原則として、

指定管理者は、自己の負担において速やかに原状に回復しなければならない。

10 施設の修繕

①市が行う修繕

計画修繕及び②で定める指定管理者が行う修繕以外の修繕及び市が委託料に含めて支払う

55万円の修繕料を超える修繕については、市が行う。

②指定管理者が行う修繕

空調機器や給排水設備などの付属設備や備品の故障、雨漏りなど施設運営において緊急を要す

る修繕については、責任分担表に示すとおり市が委託料に含めて支払う55 万円の修繕料の範囲

内で指定管理者において対応するものとする。

③修繕の執行

修繕の執行(業者選定、見積徴取、契約等を含む。)は長崎市契約規則(昭和39年規則第26号)

に準じて行うこと。

なお、業者選定については、長崎市内に本社を有する長崎市建設工事等競争入札参加者の資格

審査及び選定要綱(昭和55年8月1日施行)第Ⅱ条に規定する有資格者名簿又は長崎市物品等

競争入札参加者の資格審査及び選定要綱(昭和63年謡月1旧施行)第H条に規定する有資格

【参考】

9
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【参考】

者名等に登録されている者(以下「有資格者」という。)を優先して行うこと。

④修繕費の精算

指定管理者は、修繕料に係る委託料にっいて、支出の内訳を明らかにした精算書を作成し、市

が指定する日までに市に提出するものとし、精算した結果、残金を生じたときは、市が指定する

日までに市に残金を返還しなけれぱならない。

11 その他

①備品台帳の整備と所在の確認

(2)他の公共施設のポスターの掲示及びチラシ配布

(3)市への各種報告書類を含め、必要な統計基礎資料の作成

ノ

、
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別紙責任分担表

制度・法令変更

税制度の変更

施設管理・運営に影響を及ぼす法令等の変更

項

物価変動

指定管理者自身に影響を及ぼす法令等の変更

運営費の膨張

施設管理・運営に影響を及ぼす税制変更

目

一般的な税制変更

利用者の変動

物価変動に伴う経費の増

利用料金の未収

人件費等の運営費の膨張

自主事業りスク

長崎市の事情による利用者の減

当初の事業計画の利用者見込みとの相違

施設設備等の損

傷

長崎市

利用料金の未収による収入減

【参考】

0

自主事業の実施に伴い発生するりスク

指定管理者

管理上の玻癌による施設・設備・備品の損傷

損害賠償

0

経年劣化等管理上の理癌によらない施設・設備・

備品の損傷

0

管理上の殿庇による施設・設備・備品の不備によ

る事故や火災等に伴う利用者への損害

運営りスク

管理上の最庇によらない施設・設備;備品の不備

による事故や火災等に伴う利用者への損害

0

0

※0

管理上の玻庇(指定管理者の責)による施設・設

備・備品の不備による事故や火災等に伴う臨時

休館等の運営りスク

※0

不可抗力

管理上の取疫によらない(長崎市の責による)施

設・設備・備品の不備による事故や火災等に伴う

臨時休館等の運営りスク

指定期間開始前の準備及ぴ業務引き継ぎにかかる費用負担

0

運営管理(企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応)

0

自然災害等による施設・設備・備品の損傷、利用

者への損害、臨時休館等に伴う運営りスク

0

協議事項

0

協議事項

0

0

(責任の範囲

については協

議する)

0

11

協議事項

0
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【参考】

維持管理(清掃、施設及び設備等日常点検、安全衛生管理)

維持管理(施設保守点検、設備等怯定点検)

維持管理(修繕)

※概算払いで支払われた委託料(修繕費)の範囲内

項

管理事務所、倉庫等の物品管理

有料施設の利用の許可(受付、許可、料金徴収業務)

目

使用許可の受付・交付事務

災害時対応(待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置)

施設の目的外使用許可及び目的外使用料の徴収

施設の法的管理(占用許可等)

長崎市

施設の整備、改修

災害時対応(待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置)にお

ける指示等

指定管理者

0

災害復旧(本格復旧)

※指定管理者の継続に重大な影響を及ぽすものにういては、その都度協議します。

<本責任の分担のほか疑義があるものについては、その都度協議します。>

0

、

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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